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情報通信審議会 電気通信事業政策部会 

電気通信番号政策委員会（第３９回） 

１ 日時 令和７年６月３０日（月）１６時４６分～１８時００分 

２ 場所 Web会議 

３ 出席者 

（１） 電気通信番号政策委員会構成員（敬称略） 

相田 仁（主査）、大谷 和子、河村 真紀子、猿渡 俊介、森 亮二、矢入 郁

子、山下 東子（以上７名） 

（２） 関係者 

    中山 慎一（警察庁刑事局捜査支援分析管理官付理事官） 

    内田 佑樹（一般社団法人電気通信事業者協会（TCA）特殊詐欺対策検討部会長） 

（２） 総務省 

大村 真一（電気通信事業部長）、五十嵐 大和（電気通信技術システム課長） 

（３） 事務局 

平松 寬代（番号企画室長）、齊藤 浩之（番号企画室課長補佐） 

４ 議題 

（１）「電話番号の犯罪利用対策等に係る電気通信番号制度の在り方」について 

（２）電話番号の特殊詐欺への利用の実態について 

（３）「電話番号の犯罪利用対策等に係る電気通信番号制度の在り方」論点（案） 

（４）その他 

 

 

【相田主査】  それでは、本日は皆様、お忙しいところお集まりいただきまして、ありが

とうございます。定刻となりましたので、ただいまから情報通信審議会電気通信事業政策部

会電気通信番号政策委員会の第３９回会合を開催いたします。 

 本委員会の主査を務めさせていただきます相田でございます。どうぞよろしくお願いい

たします。 

 まず、事務局より開催に当たって御説明をお願いいたします。 

【事務局】  事務局でございます。まずはウェブ会議における開催上の注意事項について

御案内いたします。本日の会合の傍聴者につきましては、音声及び資料投影のみでの傍聴と



 -2- 

させていただいております。事務局において傍聴者は発言ができない設定とさせていただ

いておりますので、設定を変更しないようお願いいたします。また、本日の会合につきまし

ては、記録のため録画をさせていただきます。 

 次に、構成員におかれましては、ハウリングや雑音混入防止のため、発言時以外はマイク

をミュートにして、映像をオフにしていただきますようお願いいたします。御発言を希望さ

れる際には、事前にチャット欄で発言したい旨を全員宛てに書き込んでいただくようお願

いいたします。それを見て、主査から発言者を指名いただく方式で進めさせていただきます。

発言する際には、マイクと映像をオンにして発言してください。発言が終わりましたら、い

ずれもオフに戻してください。接続に不具合がある場合には、速やかに再接続をお願いいた

します。その他、チャット機能で随時全員宛てに連絡をいただければ対応させていただきま

す。 

 注意事項は以上になります。 

 続いて、配付資料の確認となります。議事次第に記載されておりますとおり、資料３９－

１から３９－５及び参考資料１、２の計７点となっております。 

 事務局からは以上です。 

【相田主査】  ありがとうございました。 

 続きまして、構成員の確認をさせていただきます。本年の１月に新たな任期が始まりまし

たが、前期と比べ、三友委員、柴田委員が退任され、石井委員、大谷委員が任命されており

ます。それ以外の委員の方は再任されております。なお、本日は石井委員、藤井委員が御欠

席となっており、大谷委員は途中参加、森委員は途中退席と伺っております。また、本日は、

警察庁刑事局捜査支援分析管理官付、中山理事官と、一般社団法人電気通信事業者協会、特

殊詐欺対策検討部会の内田部会長に御出席いただいております。 

 続きまして、主査代理についてでございます。参考資料１の電気通信事業政策部会におけ

る委員会の設置の２－３に基づき、主査の私から主査代理の指名をさせていただきます。本

日御欠席ではございますけれども、前回の任期に引き続き、藤井委員に主査代理をお願いし

たいと思います。事務局から、事前に、藤井委員からは内諾をいただいていると伺っていま

すので、皆様、御了解のほどよろしくお願いいたします。 

 それでは、議題１、「電話番号の犯罪利用対策等に係る電気通信番号制度の在り方」につ

いてに移りたいと思います。本件は、６月１７日に総務大臣から情報通信審議会に対して諮

問がなされ、同日に開催された電気通信事業政策部会における審議の結果、当委員会におい
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て調査検討を行うこととされたものです。 

 当該諮問の内容につきまして、まず、事務局から説明をお願いいたします。 

【齊藤番号企画室課長補佐】  事務局でございます。それでは、御説明させていただきま

す。 

 資料３９－１を御覧いただければと思います。こちらが諮問書となってございます。 

 めくっていただきまして、２枚目を御覧ください。諮問は、電話番号の犯罪利用対策等に

係る電気通信番号制度の在り方とさせていただいてございます。 

 １番目が、諮問の理由でございます。近年、総務大臣から認定を受けた事業者が特殊詐欺

の幇助犯として逮捕・起訴、実刑判決に至った事例が増加し社会的な問題となってございま

す。そこで、電気通信番号の犯罪利用に対する抜本的な対策等を検討しました昨年の最終答

申を踏まえまして、以下のとおり、令和７年に電気通信事業法を改正いたしました。 

 具体的に内容３つございまして、１つ目は、欠格事由に詐欺罪等により刑に処された者を

追加すること。２つ目は、認定の基準として申請者の役務継続性の見込み等を追加すること。

３つ目が、電気通信番号を使用した卸電気通信役務を提供する事業者に対して、卸先事業者

が一定の要件を満たすことの確認義務を課すなどの改正を行いました。 

 この令和７年法改正においては、規律の対象となる電気通信番号の種別、電気通信番号を

使用した卸電気通信役務を提供する際の確認義務の履行方法等の事項については総務省令

に委任しているところがありますので、これを規定するために必要な事項について検討を

行う必要があるところでございます。また、令和７年法改正は、この電話番号の犯罪利用対

策以外の内容も含む広範な制度改正となってございますので、この改正について、電気通信

番号制度について整合を図るための検討を行う必要があるところでもございます。 

 以上につきまして、今回の諮問をさせていただいたところでございます。 

 ３つ目でございますけれども、諮問を希望する時期は令和７年１１月頃とさせていただ

いておりまして、答申が得られたときの行政上の措置としては、今後の情報通信行政の推進

に資するものとさせていただいてございます。 

 続きまして、資料３９－２に基づきまして、今申し上げた諮問の概要について少し追加で

御説明をさせていただきたいと思います。 

 １ページ目でございますけれども、こちらは、今御説明さしあげた諮問書の内容でござい

ますので、割愛をさせていただきます。 

 ２ページ目以降が、令和７年法改正の概要について御説明させていただいているところ
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でございます。 

 ３ページ目、御覧ください。こちらは、先ほどの諮問書の諮問理由にも記載がございます

けれども、電気通信番号を使用する電気通信事業者は、総務大臣から計画の認定を受けるこ

とが必要でございます。最近では、このような認定を受けた事業者が特殊詐欺に関与いたし

まして、逮捕・起訴、実刑に至った事例が存在してまいりました。そして、典型例としては、

総務大臣から番号の指定を受けた事業者から卸提供を受けている事業者が番号を特殊詐欺

グループに提供して、特殊詐欺グループがその番号を使って詐欺を実行するというケース

というものになってございます。 

 こうした背景を踏まえまして、４ページ目でございますけれども、令和６年に以下のよう

な情報通信審議会答申をいただきました。具体的には、電話番号の特殊詐欺の犯罪利用を排

除するための方策として３点答申をいただいたところでございます。１点目は、欠格事由に

特殊詐欺として立法事実のある犯罪について追加するというもの。２点目は、事業者の取組

関係でございまして、番号を卸提供する際に、犯罪に関与する事業者に番号が流れてしまっ

ているところがございましたので、卸元事業者が卸先事業者に対して、相手方が認定を受け

ているということを確認するということ、相手方についての役務継続性があるかについて

の確認をするということについて、答申をいただいたところでございます。３点目は、認定

基準につきまして、認定基準に義務づけている取組が適切に講じられていることなどを追

加するということについて答申をいただいたところでございました。 

 これを踏まえまして、５ページ目でございます。この答申を受けまして、令和７年に電気

通信事業法を改正いたしました。具体的には、１番目は欠格事由の追加といたしまして、特

殊詐欺に関係している犯罪について追加をいたしました。あと、こちらについては、答申で

は窃盗犯も含めて入れるべきだという答申でございましたけれども、窃盗犯は万引きから

特殊詐欺に係るような受け子など、非常に多様なケースがあることから、窃盗犯を一律に欠

格事由に追加するのではなく、２番目の認定基準の追加で省令に委任して規定するという

こととさせていただいております。 

 また、２番目に認定基準の追加でございます。こちらについては、役務の継続的な実施が

見込まれていることを追加したことと、その提供する役務が詐欺罪等に利用されるおそれ

が高くないというようなことを、省令に委任してございます。 

 ３つ目の事業者への義務づけ、こちらは卸元事業者に卸先事業者についての確認をする

義務づけを課したところでございまして、具体的には卸先事業者が認定を受けているかど



 -5- 

うか、また、役務継続性の見込みがあるかどうかということを確認することを法律上の義務

づけとして追加をさせていただいたものでございます。 

 続けて、８ページ目以降でございます。こちらは、今回の諮問に当たりまして、具体的な

検討事項について御説明させていただくものとなってございます。 

 ９ページ目に検討事項一覧として掲載をさせていただいてございます。具体的には、先ほ

ど申し上げた今回の法改正に基づきまして、多くの細かいところについては省令に委任さ

せていただいている内容がございます。この省令を含む下位法令の部分について、こちらで

検討させていただきたいと思っております。具体的には、認定基準の追加の関係ですとか卸

元事業者への義務づけの確認、こういったものの関係など全部で７点ございます。こちらは

資料３９－５の個別の検討において、また別途詳細を御説明させていただきたいと考えて

ございます。 

 続けて１０ページ目でございます。こちら、今後の進め方について御説明させていただく

ところとなってございます。 

 本委員会で事業者ヒアリングなども含めて御議論いただき、９月頃に報告書を取りまと

め、電気通信事業政策部会に答申案として御提出をさせていただき、よろしければパブコメ

を経て１１月には答申をいただきたいという、こういうふうな大まかなスケジュールで、現

時点では事務局の案としてはお示しをさせていただいたところでございます。 

 以上が、議題の１つ目の御説明となります。以上でございます。 

【相田主査】  ありがとうございました。ただいま御紹介いただいた各項目につきまして

は、この後また改めて意見交換させていただきますけれども、ただいま御説明いただきまし

た諮問事項全般につきまして、御質問等ございましたら、チャットに書き込んでいただけれ

ば私のほうで順に指名させていただきますし、それが難しいようでしたら、直接マイクをオ

ンにしてお声かけいただくなり、森先生などの場合には、御質問全体をチャットに書き込ん

でいただいても結構でございます。いかがでございましょうか。 

 それでは、また、具体的な内容につきまして、これから意見交換させていただきますので、

必要に応じて戻って質問していただいても結構でございます。一旦先に進みたいと思いま

す。 

 議題の（２）は、電話番号の特殊詐欺への利用の実態についてということで、本日は警察

庁様から特殊詐欺における電気通信番号の悪用の実態について、また一般社団法人電気通

信事業者協会様から、事業者における電気通信番号の犯罪利用に対する取組についてプレ
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ゼンいただく予定でございます。 

 それでは、まず、警察庁刑事局捜査支援分析管理官付の中山理事官から御説明をお願いい

たします。どうぞよろしくお願いいたします。 

【警察庁】  ただいま御紹介あずかりました警察庁捜査支援分析管理官付理事官の中山

と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

 本日は、まず、当庁から発表の時間を設けていただきまして、ありがとうございます。当

庁からは、特殊詐欺における電気通信番号の悪用実態というテーマでこれから発表のほう

をさせていただきたいと思います。 

 次のスライド、よろしくお願いします。 

 まずは、特殊詐欺の情勢について御説明をいたします。このスライドは、特殊詐欺の認知

件数と被害額の推移を示したものです。令和６年の特殊詐欺の被害額は約７１８億円であ

り、過去最悪であった平成２６年の約５６６億円を大きく上回りました。また、令和６年と

令和５年を比較いたしますと、認知件数はプラス１０.５％、被害額はプラス５８.８％とな

っております。特殊詐欺の犯行には電話の利用が欠かせないため、警察といたしましても、

関係省庁と協力しながら、電話の悪用対策に取り組んでまいりました。しかし、様々な対策

を積み重ねてもなお、犯行グループは必死になってこれらの対策の間隙を狙っており、対策

がいたちごっこになってしまうという実態がございます。特殊詐欺を防ぐためには、犯行グ

ループに電話番号を渡さない。犯行グループが使っている電話番号を停止するという対策

が重要となります。 

 次のスライドお願いします。 

 次に、特殊詐欺に犯行利用された電話番号について、その番号種別の推移について御説明

をいたします。 

 特殊詐欺の犯行に利用される番号種別につきましては、携帯番号、電話転送の仕組みを介

して利用される固定番号、そして０５０番号など、様々に変遷をしてきました。悪用が確認

されるたびに、携帯番号や０５０アプリ電話については契約時の本人確認が義務づけされ、

固定番号や０５０番号については、総務省等と連携をいたしまして、特殊詐欺に利用された

固定電話番号等の利用停止等スキームによる利用停止等の対策が講じられたことにより、

特殊詐欺に係る電話番号の対策は一定の成果を上げてまいりました。 

 国内番号につきましては、令和５年、上半期までは増加傾向でございましたが、下半期に

は減少に転じてございます。これは、先ほど申し上げました特殊詐欺に利用された固定電話
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番号等の利用停止スキームにおける措置の１つとして、令和５年７月に、悪質事業者が保有

する在庫番号を一括して利用停止する措置が追加されたことなどが影響していると考えら

れます。一方で、令和６年上半期には再び増加に転じておりまして、対策がいたちごっこと

なっている状況となります。 

 次のスライドお願いします。 

 次に、特殊詐欺に利用された固定電話番号等の利用停止等スキームにより、利用停止スキ

ーム参加事業者から、総務省及び警察庁に対して提供された、利用停止要請を受けた契約者、

及び利用停止の電話番号数を基に、悪質事業者の利用停止番号数を暦年ごとに集計した結

果について御説明をいたします。 

 なお、当該スライドの内容は、令和７年６月１９日現在の集計結果となります。 

 利用停止スキームの対象となる番号種別は、０ＡＢＪ番号及びその付加番号、０１２０番

号、０８００番号等、並びに特定ＩＰ電話番号となります。スライドの上部黒枠で囲ってい

るところとなりますけれども、令和３年、令和４年に把握をした悪質事業者の利用停止番号

には、０ＡＢＪ番号のほか、その付加番号及び特定ＩＰ電話番号が含まれておりますけれど

も、令和５年以降に新たに把握をした悪質事業者の利用停止番号は０ＡＢＪ番号だけが確

認をされております。令和３年、令和４年においては、悪質事業者の数はそれぞれ数社程度

でございますが、これらの悪質事業者は、総務大臣から電気通信番号使用計画の認定を取得

し、多くの電話番号を保有するとともに、隠れみのとして用意をした２次、３次の卸先事業

者から、架け子であるエンドユーザーへ番号を供給することで自社に捜査が及ぶことを避

けてきた状況がうかがわれるところでございます。そのため、個々の番号が利用停止されて

も、長期にわたって番号の供給を続けていたものと考えられます。 

 こうした悪質事業者による特殊詐欺の犯行グループに対する電話番号の供給に歯止めを

かけるため、先ほどのスライドでも御説明をしましたとおり、令和５年７月に利用停止スキ

ームに在庫番号を一括して利用停止する措置を追加いたしました。その結果、悪質事業者に

とっては、一者単独で大量の電話番号を保有し、それらの在庫番号が一括して全て利用停止

されるよりも、事業者の数を増やし、保有する電話番号を小分けにして分散させておくほう

が、たとえそのうちの１者の在庫番号が一括して利用停止されたとしても、残りの事業者で

悪質事業を敢行することができていたものと考えられます。実際に、令和４年まで悪質事業

者が数社であったのに対し、赤枠で囲っておりますけれども、令和５年以降は事業者数が増

加をいたしまして、令和５年から現在まで既に２０を超える悪質事業者が現れている状況
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でございます。 

 スライドの一番下には、令和５年以降、新たに把握をした悪質事業者の利用停止番号数を

お示ししております。悪質事業者としては、少なくともここに記載した番号数を契約するこ

とで、特殊詐欺の犯行グループへの電話番号提供といった悪質事業が敢行されているもの

と考えられます。 

 なお、これら悪質事業者の中には、黒幕が闇バイト的に電気通信事業者の代表者を募り、

名義を借りて転送事業を開業するケースが複数含まれており、こういった使い捨ての小規

模な悪質事業者が短命覚悟で大量投入され、犯行グループへの番号の提供が継続されてい

る現状にあります。 

 次のスライドをお願いします。 

 最後に、まとめを御説明いたします。悪質事業者や犯行グループに、たとえ１番号でも渡

ってしまうと、多くの被害が発生すると同時に、これを取り上げるのには長い時間と多大な

労力がかかります。特殊詐欺等の実行犯への犯行ツールとしての電話番号の提供を目的と

して参入を図る事業者に対し、電話番号が販売されないよう、実効性のある仕組みの構築が

必要と考えます。そのほか、犯行に関与する悪質事業者を見分けるため、警察による捜査と

共に、所管省による立入調査等の行政処分を積極的に推進するなど、市場の健全性確保に向

けた環境の構築が必要であると考えております。 

 以上で、当庁からの発表を終わります。本日は、お時間をいただきましてありがとうござ

いました。 

【相田主査】  中山理事官、どうもありがとうございました。 

 先ほどちょっと申し上げるのを忘れましたが、質疑応答等は２件プレゼンをいただいて

からまとめて行いたいと思います。 

 ということで、続きまして、一般社団法人電気通信事業者協会、特殊詐欺対策検討会の内

田部会長から、資料の御説明をお願いいたします。よろしくお願いいたします。 

【一般社団法人 電気通信事業者協会（ＴＣＡ）】  ありがとうございます。よろしくお

願いいたします。 

 改めまして、一般社団法人電気通信事業者協会（ＴＣＡ）特殊詐欺対策検討部会の内田で

ございます。本日はお時間をいただきましてありがとうございます。 

 私のほうからは、特殊詐欺に利用された固定電話番号等に関する取組について御説明さ

せていただきます。 
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 次のスライドをお願いいたします。 

 まず最初に、特殊詐欺対策検討部会について、簡単に説明をさせていただきます。令和元

年の閣僚会議決定、オレオレ詐欺等対策プランにおきまして、特殊詐欺に利用された固定電

話番号の利用停止をはじめとする実効性のある対策を講じるということをされたというこ

とに基づきまして、特殊詐欺に利用された固定電話の利用停止等の運用・検討のため、令和

元年９月にＴＣＡの下で特殊詐欺対策検討部会が立ち上がりまして、現在も活動をしてい

るところでございます。 

 具体的な活動内容といたしましては、特殊詐欺に使用された固定電話番号の利用停止の

スキームを運用しているところでございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 こちら、番号利用停止等のスキームについて、簡単に御紹介をさせていただきたいと思い

ます。特殊詐欺対策検討部会に参加する会員事業者につきましては、警察の皆様の要請に応

じまして、特殊詐欺に利用された番号等の利用停止、または悪質な利用者への新たな固定電

話番号の提供拒否等を実施しております。具体的なイメージは下の図のほうにございます

けれども、左の下のほうに特殊詐欺グループがございます。こちらが転送サービス事業者と

転送契約をしまして、右側の電気通信事業者、ＮＴＴの事業者等が番号を付与して、０ＡＢ

Ｊ等の番号を表示して特殊詐欺を行っているというところになっておりますので、特殊詐

欺の対応といたしまして、右側のほうに書いておりますけれども、大きな３つの項目として

対応しております。細かいところは次のページで御説明いたしますけれども、１番目としま

して、固定電話等の利用停止措置、新たな固定電話番号等の提供拒否、悪質な電話転送サー

ビス事業者の保有する固定電話番号等の在庫番号の利用停止というところを実施している

ところでございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 こちらが、今御説明した３つの取組の概要の詳細でございます。１点目、固定電話番号と

の利用停止等というところで、警察の皆様が特殊詐欺に利用された番号等を認知した後、電

気通信事業者に対しまして当該番号等の利用停止を要請いただいております。事業者につ

きましては、その要請を受けて、固定電話番号等の利用停止等を行った上、警察庁に対して

当該利用停止等を行った番号等の契約者の情報を提供しております。 

 ２番目としまして、新たな固定電話番号との提携拒否というところで、こちらも警察庁の

要請に基づきまして、いただいた一定の基準を超えて利用停止等の要請の対象となった契
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約者の情報をいただきまして、その契約者に対して新たな番号等の提供拒否を要請いただ

いております。その要請を受けまして、事業者としましては、新たな番号等の提供を拒否し

ているというところでございます。 

 ３番目としまして、先ほど警察庁の方も少し御紹介いただきましたけれども、令和５年に

新たに追加した取組でございます。悪質な電話転送サービス事業者の保有する固定電話番

等の在庫番号の利用ということで、こちらも警察庁の要請に基づきまして、一定の要件を満

たす場合に、悪質な電話転送サービス事業者の保有する番号等を一括して利用停止を行う

ということを要請いただきまして、それに基づきまして、事業者は在庫番号を含めて一斉に

利用停止を行うという取組をやってございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 こちらが、これまでの今御説明した取組の開始の連携でございます。令和元年に特殊詐欺

対策検討部会が立ち上がりまして、まず最初に、利用停止と番号の提供拒否の運用を開始し

ているところでございます。次に、令和３年に、対象の追加ということで、利用停止措置等

の対象に特定ＩＰ電話番号、０５０番号を追加しております。その後、対象事業者、一般社

団法人日本ユニファイド通信事業者協会のスキームの運用開始に伴ってＴＣＡと、こちら

の協会とスキームの連携を開始しております。そして、令和５年６月に対策の追加というで、

先ほども話したとおり、在庫番号の利用停止措置を追加しているところでございます。 

 以後、警察庁様、関係事業者、関係団体と連携の上、このような番号利用停止スキームを

運用しているところでございます。 

 次、お願いいたします。 

 最後に、番号利用停止等の実施状況ということで、簡単に御説明をさせていただきます。 

 こちらの表にありますのは、令和６年の実績でございます。まず、利用停止の件数という

ことで、令和６年１月から１２月末までの状況でございます。固定電話につきましては１,

３０７件、０５０番号につきましては２,１０６件の利用停止を実施しております。また、

新たな固定番号等の提供拒否ということで１４件実施してございます。新規番号の提供拒

否対象契約者等が保有する番号等の利用停止要請が１０事業者について行われて、在庫番

号１万１２６番号を利用停止しております。令和６年までの、これ、総計でございます。利

用停止等の件数でございますけども、運用開始、令和元年から令和６年までの実績でござい

ます。固定電話番号につきましては１万３,９７２件、０５０ＩＰ電話番号につきましては

１万１,５８８件の利用停止等、これまで運用しております。 
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 簡単ではございますが、事業者の取組につきましては以上でございます。ありがとうござ

いました。 

【相田主査】  ありがとうございました。それでは、ただいまの警察庁様とＴＣＡ様から

の御説明につきまして、御質問等ございましたら、チャット欄に記入いただければと思いま

すが、よろしくお願いいたします。それでは、まず、猿渡先生、お願いいたします。 

【猿渡専門委員】  大阪大学の猿渡です。御紹介ありがとうございます。 

 番号利用停止はいろいろと進んでいるということで、いい方向にも向かっているのかな

という思いもありつつ、まだまだ特殊詐欺が多いということで、幾つか質問したいんですが、

全部で４点ありまして、まずは警察庁の方から、まず、２ページ目のスライドで、そもそも

特殊詐欺が増えた社会的な背景というのは何なのかというのを、少し御存じだったら教え

ていただきたいなと。これは日本が貧しくなったからなのか、それとも、テレグラムとかの

匿名ツールが発達しているからなのか、その辺の根本的な原因をまず、もし分かれば教えて

いただきたいというのがまず１点目。 

 ２点目、３ページ目お願いします。国際電話が増えているという背景をもし御存じだった

ら教えていただきたいと。０ＡＢＪ番号とかからかかってきたら、さすがにだまされるかな

という気がするんですけど、国際電話がかかってきたら、さすがに僕でも怪しいと思うと思

うんですが、それでも増えているというのはよく分からない。それは、海外の犯罪グループ

が結構活発に狙ってきているからなのか、それとも、日本人のグループは、捕まるのを避け

るために海外から攻撃してきているのが多いのか、その辺の背景を教えていただきたいと。 

 次、３点目が４ページ目です。こちらのア、イ、ウ、エに関しては事業者だというのは分

かるんですけど、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆ、Ｇに関しては、これも事業者なんですか。説明

がどこにも書いていないので、そこを教えていただきたいです。 

 最後、４点目、こちらは両方なんですが、ちょうどここで見ると、利用を停止した番号、

事業者と数が書いてあるんですが、数十から数百程度の番号を保有している事業者で、特殊

詐欺ではなくて合法的なサービスをしている事業者というのは一体どういう人たちが存在

するのかと、ちょっとその辺の、合法的にはどういう人たちが利用しているのかと。要する

に、こういうことの対策を考えたときに、真面目にやっている人に迷惑がかからないように

考えたいので、合法でやっている人たちはどういうサービスをしているのかというのを教

えていただけますでしょうか。 

 以上、４点になります。 
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【相田主査】  それでは、まず、警察庁様、お願いできますでしょうか。 

【警察庁】  まず１点目の、特殊詐欺の被害額がなぜ増えているのかというところなんで

すけれども、そこは一概に何が原因かというところは、必ずしも明らかではないところはあ

るんですけれども、やはり詐欺としてだましやすい犯行ツールですとか、今回電話のケース

もそうですけれども、そういった世の中の情報通信技術、便利なサービスが増えてきたこと

で、逆に犯罪を敢行しやすいような環境ができているというところが、１つの背景としてあ

るのかなというふうに考えてございます。 

 すみません、２点目でよろしいですか。 

【相田主査】  お願いいたします。 

【警察庁】  ２点目の、国際電話が増えているケースの背景ということですけれども、な

ぜ国際電話が増えているのかというところは、一概に言えない部分はあるかと思いますが、

少なくとも当方では、これまで携帯電話ですとか、あとは固定電話、０５０電話の対策につ

いては、先ほど御説明のほうを差し上げましたとおり、様々なスキームや排除していくため

のルールをつくっていくことで、一定の効果を上げてきたのだろうというふうに考えてお

ります。この点、やはり国際電話に対する対策が、こういったスキームの中に入っていない

ということで、犯行グループはそれらの番号に着目をして利用しているのだろうというふ

うに考えております。対策を講じていくにつれて、この国際電話の数は令和５年の下半期か

ら急に増えてきておりますけれども、それがこれまで国内の電話番号に対する対策を講じ

てきたことの証左であるのかなというふうには考えております。 

 続いて、３点目でよろしいですか。まず、３点目のＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ、これは事業者な

のかという御質問でしたけれども、こちらのほうは５社共に事業者となります。 

 ４点目につきましては、４点目の合法的にどういうサービスを使っているのかというと

ころなんですけれども、把握している範囲では、昨今のテレワークですとかそういったリモ

ートの環境の広がりと共に、この転送サービスを利用されるというようなケースは把握し

てございます。網羅的ではございませんが、把握している情報ということでお伝えをさせて

いただきたいと思います。 

 以上でございます。 

【相田主査】  最後の質問はＴＣＡさんにもということでしたけども、ＴＣＡさんのほう

で何か追加の情報をお持ちでしょうか。 

【一般社団法人 電気通信事業者協会（ＴＣＡ）】  内田でございます。 
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 正直申し上げて、事業者サイドでは、利用者が何に使っているかというところは基本的に

は分からない部分が多いので、基本的には警察様が、こちらが特殊詐欺に使われているとい

うところの情報に基づいて利用停止等をしているところでございますので、分からないと

いうところが基本なんですけれども、先ほど警察庁様がおっしゃったとおり、コールセンタ

ー等に使っているというような推定はできますけれども、結論は分からないというのが正

直なところでございます。 

 すみません、以上でございます。 

【相田主査】  猿渡先生、よろしいでしょうか。 

【猿渡専門委員】  大丈夫です。ありがとうございました。 

【相田主査】  続きまして、森先生から、警察庁さんの資料の、利用番号停止数のスライ

ドですから、４ページ目で、令和６年から令和７年に比べて激減しているように見えるが、

その理由はというお話ですけれども、令和７年はまだ始まって３か月しかたっていないか

ら少ないという理解でよろしいでしょうか。 

【警察庁】  警察庁でございます。御指摘のとおり、令和７年につきましては、まだ途中

段階ということで、件数のほうは昨年と比べて限られた少ないものとなっているのではな

いかというふうに捉えてございます。 

【相田主査】  森先生、よろしいでしょうか。それでは、続きまして、河村委員、お願い

いたします。 

【河村専門委員】  ありがとうございます。質問させてください。 

 １つ目は、警察庁の方の資料の３ページ目を見ますと、令和５年にとても固定電話の対策

が効いたみたいなふうに読めますが、令和６年から、また固定電話が増えているんですが、

それは、その次のページで御説明のあった、子分けする事業者が増えたからという理由とい

う解釈で、よろしいでしょうかというのが１つ目です。 

 もう一つは、ＴＣＡさんの資料というか、御説明全体なんですが、２ページ目に、転送電

話の図が書いてありますけれども、今までのご説明において、固定電話番号を使った特殊詐

欺と言われているときに、転送電話を使ったものと、転送電話を使わないで、契約した固定

電話からそのままかけているというケースと２種類あるのかなと理解しているのですが、

転送電話を使ったものがほとんどであるとか、どれくらいであるとか、そういうことは分か

っているなら教えていただきたい。 

 あともう一つ、質問させてください。転送電話サービスというのは、国際電話からかけて
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も０３とか表示されるような転送電話はできるのでしょうか。よろしくお願いいたします。 

【相田主査】  それでは、まず、警察庁様、第１点と、あともしかしたら第２点、第３点

についても、御存じでしたらお答えいただければと思います。 

【警察庁】  まず、警察庁でございます。１点目の御質問いただいた関係でございます。

令和６年の上半期の固定電話については、令和５年の下半期と比べて増えている。その理由

としまして、事業者が、子分けされているものが多いからということの理解でよいかという

ところかと思うんですけれども、その認識で私どもも捉えてございます。短命覚悟で入って

くる小粒の業者が多いというところが、理由としてあるものと考えてございます。 

【相田主査】  ２点目、３点目については、よろしいでしょうか。では、そちらにつきま

しては、ＴＣＡさんのほう、お答えいただければと思います。 

【一般社団法人 電気通信事業者協会（ＴＣＡ）】  私のほうから答えさせていただきま

す。 

 まず、２点目の御質問につきましては、こちらも、すみません、結論では、事業者側では

分からいというのが、割合等は分からないというのがお答えになります。想像するに、やは

り転送サービス使っているケースが多いんじゃないかと思いまして、そこは転送を使うこ

とで、なかなかいわゆるグループの本体にたどり着きづらいということで、捜査に時間がか

かるというようなことがあると考えておりますので、転送のほうが多いんではないかと想

像しておりますけれども、正確なところは、事業者では分からないというところがお答えに

なります。 

 ３点目の、国際電話につきましては、まだはっきり分かってない部分も多いと思いますけ

ど、恐らく番号偽装しているのかというふうに考えておりますが、これが転送を使っている

のかどうかというところも、ちょっとまだ我々の事業者のほうでは分からないというとこ

ろがお答えでございます。 

 すみません、そういう回答になってしまいますけど、以上でございます。 

【相田主査】  河村委員、よろしゅうございますでしょうか。 

【河村専門委員】  分かりました。私の理解のためにもう一つだけ、関連して質問してよ

ろしいですか。 

 先ほどの警察の資料で、３ページ目にあった黄色い国際電話というのは、被害者宅に国際

電話番号が表示される国際電話ということですよね。転送されたけど、元が国際電話だった

ということではないですよねという確認をさせていただいてよろしいでしょうか。 
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【相田主査】  だと思いますけれども、警察庁様、それでよろしいでしょうか。 

【警察庁】  はい、その御認識のとおり、表示されたものが国際電話の番号であったとい

うところで把握をしてございます。 

【河村専門委員】  ありがとうございました。 

【相田主査】  私から補足というんでしょうか、させていただきますと、多分ＴＣＡさん

の資料の２ページ目で、③の被害者に発信というところは、いわゆる電話ということに限ら

ず、今どきですとインターネットを経由した音声サービスであるものが普通の電話に転送

されるというようなケースもあるかと思いますので、いわゆる国際電話ということに限ら

ず、特殊詐欺グループが国内以外のところにいる可能性というのはそれなりにあるんじゃ

ないかなというふうに拝察いたしました。もし、警察庁さんなりＴＣＡさんのほうで、何か

補足いただけるのであればお願いしたいと思いますが、よろしゅうございますでしょうか。 

【一般社団法人 電気通信事業者協会（ＴＣＡ）】  ＴＣＡ、内田でございます。御認識

のとおりかと思います。ありがとうございます。 

【相田主査】  ほかにいかがでございましょうか。 

【河村専門委員】  河村ですけど、もう１点よろしいですか。確認。 

 この今出ているＴＣＡさんの２ページ目の、これから検討しようとしている悪質な電気

通信事業者が、この図でいうと、卸事業者が、転送サービス事業者に０ＡＢＪ番号を卸して

いるという理解でよろしいですか。 

【相田主査】  この右上に書いてあるＮＴＴ等と書いてある電気通信事業者が、左側の転

送サービス事業所に番号を、ここでは付与と書いてありますけども、卸しているということ

の確認ということで、これはどうしましょう、事務局のほうがよろしいでしょうか。あるい

は警察庁さん、どちらのほうがお答えいただくのに適切でしょうか。 

【齊藤番号企画室課長補佐】  事務局でございます。おっしゃるとおりの御理解のとおり

で合ってございます。 

【相田主査】  河村委員、よろしいでしょうか。 

【河村専門委員】  分かりました、ありがとうございます。 

【相田主査】  ここでは、番号指定事業者から直接になっておりますけども、場合によっ

ては、これが２段、３段にまたがって、孫下ろしみたいなことになっているケースもあるか

なというふうには思います。 

【河村専門委員】  ありがとうございました。 
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【相田主査】  ほか、よろしゅうございますでしょうか。 

【猿渡専門委員】  矢入先生から挙手ボタンが挙がっています。 

【相田主査】  じゃ、矢入先生、お願いいたします。 

【矢入専門委員】  チャット欄に書き込まずに申し訳ございません。矢入でございます。 

 そもそもの話でお聞きしたい点が２点ありまして、１つは、統計についてなんですけれど

も、うちとかもナンバーディスプレーを入れてないので、先日、偶然とりましたら、総務省

ですという特殊詐欺の電話がかかってきて、家中で大受けしてしまったんですけれども、そ

んな感じで、ナンバーディスプレーを入れていらっしゃらない家はいっぱいいると思うん

ですけれども、そういう方が被害に遭った例とかも、ちゃんときちっと発信元まで調べて分

類されているのかというのが１点と、それから、もう固定電話に出なくなっているので、い

ろいろ携帯電話でかかってきたりとかしていて、そちらのほうだと、どういう番号かという

のは見えて、その場でその番号をインターネットで検索したりとかすると、いろんな方が、

これは怪しい番号ですとかと出ているとか、非常にいい状況になっていたりとかすると思

うんですけれども、今現在、悪徳事業者さんというのをすごく探しやすくなっているのか、

見つけやすくなっているのか、それとも以前とあんまり変わってないのかとか、そういうの

をちょっと教えていただけるとありがたいなと思います。 

 つまり、２種類あって、ナンバーディスプレーがなくて固定電話にかかってきた人という

のは、通報しようと思っても何の情報もなくてできなくて、それで携帯電話に偶然かかって

きた方とかいうのは本当にその場ですぐにワンクリックとかで探せたりとかいろんなこと

もできたりとかすると思うんですけれども、そこで世代間とかいろんなので温度差が出ち

ゃっているのを、皆さんがどうやって対応されて今ここに来ているかというのをちょっと

教えていただければと思います。本当に少しでも早く、悪徳な事業者を特定して、そこをと

めるというのが、多分すごく大事なことなので、どこまでできていて、これから先どういこ

うとされているのかというのをちょっとお聞かせいただければありがたいです。どうぞよ

ろしくお願いします。 

【相田主査】  これも、警察庁様のほうでお答えいただくことは可能でしょうか。 

【警察庁】  警察庁でございます。まず、ナンバーディスプレーのほうで表示された番号

から、元の番号がどこなのかというところは、どの番号が元だったかというのは、そこは分

からない状況でございます。一概にナンバーディスプレーに表示されたところからすぐに

元の番号がどこからかけられてきたかというのは分からないというのが現状でございます。
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電話による詐欺の被害に遭わないために、今回この表ですと、国際電話の番号に対する被害

が伸びているというスライドを出しているわけでございますけれども、例えば国際電話を

介した被害に遭わないような対策といたしまして、警察庁では、固定電話については、国際

電話の発着信を無償で休止できるような国際電話の不取扱い受付センターへの申込みを推

奨することでございますとか、あとは携帯電話につきましては、こうした国際電話からの着

信規制が可能なアプリの利用を推奨するなど、そういうもろもろの抑止の対策をしながら

の現状というようなところでございます。 

 すみません、お答えになっているかどうか分からないんですが、よろしいでしょうか。 

【相田主査】  多分、最初の質問は、ナンバーディスプレーを備えてないとかで発信者番

号が表示されないケースというのは、この統計上どうなっているのかという御質問だった

と思うんですけれども。 

【矢入専門委員】  そのとおりです。 

【警察庁】  その点については、そうしたケースはこの統計上は入っていない状況でござ

います。 

【相田主査】  ありがとうございました。矢入先生、よろしいでしょうか。 

【矢入専門委員】  ありがとうございます。ナンバーディスプレーで表示されなくて被害

に遭っちゃった人とかというのがやっぱり多いのかなとか思ったんだけど、そういうこと

はないんでしょうか。調査をすれば、ナンバーディスプレーを入れてないおうちでも、こう

いう背景がどうなっているかとかいうのはお調べできるということなんでしょうか。 

【相田主査】  また、申し訳ありません、警察庁様でお答えいただけますことは可能です

か。 

【警察庁】  御指摘のとおり、ナンバーディスプレーを入れてないケースで被害に遭うケ

ースというのはあるというふうに認識をしてございます。 

 あともう１点、申し訳ないです、どういう。 

【矢入専門委員】  すみません、そういった被害に遭ってしまって、警察に申し上げた際

に、警察様のほうで、例えばＮＴＴとかそういうところに開示を要求して、転送先がどこか

らか分からないとしても、どこからかかってきたかとか、そういう番号のリストとかをちゃ

んと特定した上で、悪徳業者さんというのをちゃんと見つけていらっしゃるんでしょうか。 

【警察庁】  一概に申し上げることはできない部分はあるんですけども、そうした被害が

あれば、警察としては、必要な調査等をしているというところでございます。 
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【矢入専門委員】  もう一つ、後半のほうの話で知りたかったのは、そういうデータがど

れだけ集まって、タイムラグがどれぐらいで、全国の警察様でこれが悪徳業者さんだよみた

いな、そういうのを認知とか周知とかがされるのかというのは、大体のイメージでも結構で

すので、教えていただけるとありがたいです。 

【警察庁】  少々お待ちいただけますでしょうか。申し訳ございません、一概に申し上げ

ることができない部分もございまして、もしそういった観点で御提供できる情報がありま

したら、また別途、事務局を通じて提供させていただく形でもよろしいでしょうか。 

【矢入専門委員】  どうもありがとうございます。どうかよろしくお願いいたします。御

無理のない範囲で大丈夫ですので、よろしくお願いいたします。 

【相田主査】  それでは、ちょっと時間も押しておりますので、次の議題にまいりたいと

思います。 

 議題の（３）は、「電話番号の犯罪利用対策等に係る電気通信番号制度の在り方」論点（案）

についてということで、事務局から御説明をお願いいたします。 

【齊藤番号企画室課長補佐】  事務局でございます。それでは、３９－５を御覧ください。 

 ２ページ目に検討事項の一覧を示してございます。こちら、１点目から３点目は認定基準

の追加の関係で、１点目は規律の対象になる電気通信番号の種別、固定電話番号であるとか、

これは何をするのかというところが１点目でございます。 

 ２点目は、今回認定基準に役務の継続性というものを追加してございますので、これを判

断するための申請書類を合わせて申請時に出していただくという必要ございますので、こ

の場合にどのような書類を求めるのかというのが２点目。 

 ３つ目は、提供する電気通信役務が詐欺罪等に利用するおそれが高いものの要件といた

しまして、今回は、詐欺罪と電子計算機使用詐欺について、一律で欠格事由として排除いた

しましたけれども、窃盗罪については非常に軽いものから多岐にわたるということでござ

いますので、省令に委任することとしてございます。具体的にどのような要件とすべきかい

うところを、ここで議論いただきたいと考えています。 

 ４点目から６点目までが、卸元事業者への義務づけの関係でございます。４点目は、卸元

事業者が卸先事業者の役務継続性があると認められるかどうかについて確認をいたします

けれども、その要件をどのように定めるべきかというのが４点目の話です。５点目は、役務

の継続性の確認義務について、卸提供する番号が少なければ、わざわざこういった義務を課

す必要がないということで、昨年の答申でもいただいてございますので、適用除外となるべ
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き提供の番号数、何番号以下であれば、この確認義務を課すべきではないとするかを、法律

上規定してございますので、その具体的な番号の数について検討いただくというのが５点

目でございます。６点目は、この卸元事業者の確認義務の確認方法について、省令に委任し

てございますので、これを省令にどのように定めるべきか。 

 最後、７点目については、そのほかの事項といたしまして、今回の法改正では、この犯罪

利用対策以外も広範な内容を含んでいますので、整合を図るための下位法令の改正等につ

いて御議論いただきたいというものでございます。 

 以上でございます。 

 よろしければ、このまま検討事項ごとの論点について、４ページ目以降、御説明を差し上

げたいと思います。 

 それでは、５ページ目、御覧ください。 

 ５ページ目でございます。１点目、対象の規律となる電気通信番号の種別でございます。

こちらは、申請者の役務継続性が認定基準として追加されましたので、この基準が適用され

る電気通信番号の種別を何にすべきかという点でございます。 

 令和７年法改正においては、電気通信役務を利用した詐欺罪等の罪に当たる行為の発生

状況を勘案して総務省令で定めることとなってございます。この総務省令で定める電気通

信番号の種別は、後ほど御説明差し上げる卸元事業者への確認義務の対象となる電気通信

番号の種別にもなります。この点につきまして、３点目の矢羽根ですが、さきの最終答申に

おいて、特殊詐欺の悪用が一定数存在する固定電話番号、特定ＩＰ電話番号及び音声伝送携

帯電話番号を対象とすることが適当であるとされてございますので、また、この傾向につき

ましては、特殊詐欺に利用された電気通信番号の種別の推移を見ても、この答申以降もこの

傾向に大きな変化はないということから、引き続きこの３つの番号を対象とする方向でよ

いかというところを、こちらで御提案差し上げているものでございます。 

 続けて、６ページは参考でございますので割愛いたしまして、７ページ目でございます。

こちらが、２点目の論点、申請者の役務継続性を審査するための申請書類についてでござい

ます。 

 こちらは論点の２つ目でございます。総務省において申請者の役務継続性を確認するた

めに、認定の書類として、例えばこれまでの事業実績ですとか、今後の事業計画等に関する

書類の提出を求めて、事業見込みや資金計画等について審査することが考えられるのでは

ないかということで御提示差し上げてございます。 
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 続けて３つ目でございます。こちらが、提供する電気通信役務が詐欺罪等に利用されるお

それが高いものの要件でございます。 

 論点の１つ目でございます。今回の法改正においては、詐欺罪や電子計算機使用詐欺を一

律で欠格事由とする一方で、窃盗罪については、軽微な万引き等も含まれることから一律に

欠格事由として規定するのではなくて、提供する役務が詐欺罪等の罪に当たる行為に利用

されるおそれが高いものの要件に該当しないことを審査することで、窃盗罪に当たる行為

の態様等を勘案して認定を拒否し得るということになってございますので、こうした立法

趣旨に鑑みまして、まずはいわゆる受け子のように、電気通信番号を使用した特殊詐欺を端

緒として、累犯を含む形で窃盗罪を行った者、処罰された者というものを省令で規定すると

いうのがあるのではないか。そのほか、電気通信番号使用計画の認定の取消しを受けた法人

の当時の役員についても、その役員が認定の取消し後、すぐに新たな法人を立ち上げて認定

申請してくるといったことを排除するために省令に規定することが考えられるのではない

かとしてございます。 

 こちらが、認定の基準の追加の関係の３つの論点でございまして、続きまして、検討事項

ごとの論点でございます。１０ページ目以降でございます。 

 まずは、１１ページを御覧いただければと思います。４つ目の論点といたしましては、役

務の継続性があると認められる基準でございます。 

 電気通信番号を使用した卸電気通信役務の契約を締結または更新する場合には、卸元事

業者は、１つ目として、卸先事業者の電気通信番号使用計画の認定の有無、２つ目として卸

先事業者の役務継続の有無を確認しなければならないとされてございますけれども、この

要件をどのように定めるべきかというのが、この１１ページの論点でございます。 

 論点のところでございます。今回の法改正においては、以下のいずれかを確認することと

されているというふうになりまして、アルファベットａ、ｂございます。ａ、１つ目は、電

気通信事業その他の事業を総務省令で定める期間以上継続して行っていること。ｂとして

は、役務の提供が継続的に行われると見込まれるものとして総務省令で定める要件を満た

すこととしてございます。このうち、ａのほうの一定期間以上継続しているという点につい

ては、令和６年の答申において、卸先事業者が電気通信事業を営む業に係る製品・サービス

の提供を６か月以上行っていると確認できる場合が、役務継続可能性の１つの基準として

お示しいただいてございますので、こうした過去の議論を踏まえまして、今回の総務省令で

定める事業継続期間は６か月とする方向でよいのではないかという御提示を差し上げてご
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ざいます。 

 そのほかの要件といたしまして、令和７年の法改正においては、電気通信番号使用計画の

認定の基準として申請者の役務継続性を確認するとしてございますので、１つ目の要件と

しては、令和７年法改正施行後に、総務省から電気通信番号使用計画の認定を直接受けてい

る場合については、その事実を確認することをもって役務継続性の確認としてよいのでは

ないか。また、新規参入事業者について、この事業の継続期間によらず役務継続の可能性が

あるものと判断できる場合として、例えば、既に一定の事業実績があるグループ企業の組織

再編等により新会社が設立された場合。２つ目として、役員の中に電気通信番号使用計画の

認定事業者において一定の従事経験がある者がいる場合などが考えられるのではないか。

また、そのほかにも、こうした事業継続期間によらず役務継続性があると判断できる要件が

あるかというところを、この４つ目で御議論いただきたいと考えてございます。 

 １２ページは、関係する答申等でございますので、こちら、割愛させていただきます。 

 続けて、１３ページでございます。１３ページが、役務の継続性の確認義務の適用除外と

なる番号数でございます。 

 論点のところを御覧いただければと思います。令和６年の答申では、犯罪捜査から免れる

ために短期間で休業状態になるようなものを電気通信番号使用計画の認定から排除するた

めに、卸元事業者が卸先事業者の事業実績を確認して、実績の少ない卸先事業者に対しては

提供する番号数を必要最小限に抑えることが有効ではないかというふうに答申をいただい

たところでございます。また、先ほどの警察庁様の資料によりますと、令和５年以降に把握

いただいております悪質事業者の利用停止番号数の中央値が５８.５であったということ、

こういった情報を踏まえまして、卸提供される番号の数が５０番号以下であれば、卸先事業

者の役務継続性の確認義務の適用除外とする方向でよいのではないかとしてございます。

中には、利用停止の措置を受けた番号数が５０番号以下のケースもございますけれども、資

料の注釈にございますとおり、あくまでこの事業者が契約する番号のうち利用停止の措置

を受けたものの数でございまして、卸提供される番号数としては、当然もう少し大きな単位

であろうと推察されるところもございますので、５０番号で一定の効果が得られるのでは

ないかと考えてございます。 

 続けて１４ページでございます。卸電気通信役務を提供する際の確認義務の履行の方法

でございます。 

 さきに４つ目の柱で御説明差し上げた論点について、具体的にどのようにその要件を確
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認していくか、書類等をどのように見定めていくというところの議論になってございます。 

 論点１つ目、①の卸先事業者の計画の認定の有無につきましては、１つ目のポツ、卸先事

業者が総務省から直接電気通信番号使用計画の認定を受けている事業者である場合は、も

うこの事業者から認定証の提示を受ければ足りるのではないかとしてございます。２つ目

として、卸先事業者がみなし認定事業者である場合については、事業者が作成した標準電気

通信番号使用計画と、この事業者の電気通信事業者としての登録証または届出証の提示を

受けることによって確認をすることが考えられるのではないかとしてございます。その場

合、現在、電気通信番号使用計画の認定証には、認定番号ですとか、認定を受けた電気通信

番号の種別などの情報が記載されないようなフォーマットになってございますので、この

点についても卸先事業者の確認の正確性の担保の観点からも認定書の様式の見直しをして

いく必要があるのではないかというふうに御提示さしあげてございます。 

 ２つ目、卸先事業者の役務継続性の有無についての確認でございます。４の柱で御説明さ

しあげた基準ごとに確認方法が変わるというふうに考えてございまして、具体的には、下の

アルファベットａからｄまでの論点に沿って御説明差し上げます。 

 １つ目、ａでございます。電気通信事業その他の事業の継続期間が一定以上あること、こ

ちらについては、サービスの継続期間が確認可能な契約書ですとか、料金請求書等の提示を

受けることをもって足りるのではないかとしてございます。ｂとして、総務省から直接認定

を受けていること、こちらは、令和７年法改正の施行後になりますけれども、電気通信番号

使用計画の認定証の提示を受けること。ｃといたしまして、既に一定の事業実績のあるグル

ープ企業の組織再編等によって新会社が設立される場合というのは、親会社等との関係が

証明できる有価証券報告書や登記簿謄本等の提示を受けることをもって足りるのではない

かとしてございます。最後、ｄ、役員の中に、電気通信番号使用計画の認定事業者において

一定の従事経験がある者がいる場合、こちらは、その人間が一定の従事経験があると証明す

るような書類として、役員であれば例えば過去従事していた企業の登記簿謄本などの提示

を受けることによって確認することができるのではないかとしてございます。 

 続けて、その他の論点でございます。１６ページを御覧ください。その他でございます。 

 そのほか、令和７年法改正の内容との整合ですとか規定の明確を図る観点で、必要に応じ

て見直しの検討を行うというふうにしてございまして、括弧書きの中、例えば令和７年の法

改正においては、卸元事業者に対して一定の確認の義務づけがなされました。この取組が適

切に講じられているかどうかというところを担保するために、総務省においても卸元事業
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者、卸先事業者の関係をこれまで以上にしっかりと把握する必要性が高まっていると考え

てございまして、昨年の答申も踏まえまして、電気通信事業報告規則を見直して、みなし認

定事業者を含む全ての事業者に対して卸元事業者名の報告を求めるといったことが考えら

れるのではないかとしてございます。 

 続けて１８ページでございます。よろしければ、こういった論点を踏まえまして、今後検

討を進めるに当たって、次回以降の会合では、各検討事項の論点について、関係事業者と関

係事業者団体からヒアリングを実施することとしてはどうでしょうかとしてございます。

ヒアリングの対象事業者は、固定電話番号等の番号に関係する認定を受けている事業者と

事業者団体としてございます。 

 事務局のほうからの御説明は以上となります。よろしくお願いいたします。 

【相田主査】  ありがとうございました。ただいま御説明いただいた個々の論点につきま

しては、最後に御紹介いただいて、ヒアリング等の状況を踏まえながら検討してまいること

になるかと思いますけれども、ただいまの説明全般につきまして、御質問、御意見等ござい

ましたら、またお受けしたいと思いますが、いかがでございましょうか。それでは、河村委

員、お願いいたします。 

【河村専門委員】  ありがとうございました。今の資料のスライド番号１３のところに、

一番下の矢羽根ですけれども、警察の資料の中に５０番号以下のケースもあるけれども、こ

れは利用停止を受けた者の数でありという御説明がありましたけれども、利用停止を受け

たケースで、その事業者が卸提供されていた番号数が幾つであったかというのは、把握する

のはそんなに難しくないような気がするんですけど、その理解でよろしいですか。そういう

数字をいつか出してくださいとか言えるものでしょうか。停止された数はすごく正確に出

ていたじゃないですか。その事業者さんは、実は卸提供を何番号されていましたということ

を把握できますかということを教えてください。 

【相田主査】  事務局、いかがでしょうか。 

【齊藤番号企画室課長補佐】  ありがとうございます。今いただきました番号数のところ

ですけれども、警察庁様ともお話を伺う中でも、番号の停止数については、今回こういう形

で具体的に御提示いただいたんですけれども、ひもづいてその事業者がそもそも何番号卸

されていたかというところまでの情報の御提示というのは、なかなか難しいと考えてござ

いまして、私ども事務局といたしましても、そういった中であれば、まずは利用停止の番号

数の中央値を見定めた上で、一般的には停止されている数よりも当然卸を受けている数が
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多いはずでございますので、こういった形で提出の中央値を用いて、卸提供される番号の数

が５０番号という形で設定をして、こういった数を１つ適用除外のボーダーとするという

ことで検討さしあげたものでございます。 

【相田主査】  河村委員、よろしゅうございますでしょうか。 

【河村専門委員】  今の時点でそうですというのは分かったんですけれども、多分事業者

さんの名前とかはっきり、今はア、イ、ウ、エ、オとか書いてありますけど、分かっている

のでしょうから、そんなに難しいことなのかなと。今の時点で警察庁さんから御提示いただ

いていませんというのは、もちろんそれは分かったんですけれども、そんなに難しいことな

のだろうかというのが、私のつぶやきでございます。 

 今後、そういうことを調べてみることって、出してみることって可能ですかという意味で

コメントしました。ということで、以上です。 

【相田主査】  事務局のほう、今後そのデータを出していただくことはやはり難しそうで

しょうか。 

【齊藤番号企画室課長補佐】  先ほど警察庁様がお示しいただいたところも、捜査中のデ

ータなどを用いたものだというふうに伺ってございますので、今後もなかなかデータとし

てお示しいただくことは難しいのかなというふうに考えているんですけども、警察庁様、そ

の辺りいかがでございますでしょうか。 

【警察庁】  警察庁でございます。よろしいでしょうか。 

【相田主査】  お願いいたします。 

【警察庁】  先ほど総務省さんのほうからお話いただきましたとおり、卸元事業者に対す

る提供番号数については、捜査情報でございますので、ちょっとお示しするのは難しいのか

なというふうには考えております。 

【相田主査】  よろしゅうございますでしょうか。 

【河村専門委員】  取りあえず、回答につきましては理解しました。 

【相田主査】  ほかにいかがでございましょうか。 

 私からも１点、今の資料で言いますと、５ページ目ですか。固定電話番号、特殊ＩＰ電話

番号及び音声伝送携帯電話番号を対象ということですけれども、先ほどの警察庁さんの御

説明では、付加的役務の番号、０１２０とかもこれまで使われたことがあったというふうに

聞こえたんですけども、グラフを見る限り、数はあまり多くないので除外の方向というふう

に考えたということでよろしゅうございますでしょうか。 
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【齊藤番号企画室課長補佐】  警察庁からいただいてございました情報の傾向からして

も、やはり特に固定と０５０と携帯電話が大変多いという実態もいただいてございました

ので、引き続きこの３つの番号ということで考えてございました。 

【相田主査】  ほかにいかがでございますでしょうか。 

 ちょっと私の進行の不手際で、やや時間が押しておりますので、先ほど警察庁様、ＴＣＡ

様からいただいたプレゼンに関する追加の質問、あるいはただいま御紹介いただきました

論点及び今後の進め方につきまして、追加の質問とか御意見等ございましたら、事務局のほ

うまでお送りいただければ、取りまとめて、またヒアリングの際のインプット等々にもして

いただけるかなというふうに思いますので、そのように御連絡いただければというふうに

思います。 

 それでは、残りの議題は（４）その他ということになりますけれども、今後の予定等につ

きまして、事務局から説明をお願いいたします。 

【齊藤番号企画室課長補佐】  事務局でございます。次回の電気通信番号政策委員会は７

月の７日月曜日の１０時から開催予定でございます。詳細については、また事務局より別途

御連絡をいたします。 

 以上でございます。 

【相田主査】  先ほど申し上げましたように、もし質問等ございましたら、いつまでにと

かいうあれは、事務局のほう、ございますか。 

【齊藤番号企画室課長補佐】  ありがとうございます。もし可能でしたらば、次回の開催

時期も直近でございますので、明日７月の１日いっぱいで御質問いただければ大変幸いで

ございます。 

【相田主査】  ということで、ちょっと慌ただしくて申し訳ございませんけれども、もし

追加の質問、御意見等ございましたら、可能な限り明日中に事務局に御連絡いただければと

思います。 

 以上で、事務局に御用意いただいた議事は終了いたしましたけれども、全体を通しまして、

発言の希望、追加の発言の希望がございましたらお受けしたいと思いますが、いかがでござ

いましょうか。よろしゅうございますか。 

 それでは、以上をもちまして、本日の情報通信審議会電気通信事業政策部会の電気通信番

号政策委員会の第３９回会合を閉会いたします。皆様、お忙しいところ御出席いただき、活

発に御意見等をいただきましてありがとうございました。 
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